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○短時間労働者の雇用管理
の改善等に関する法律（平成
5年法律第76号）
（以下「法」という。）

○パートタイム労働指令（1997
年）

○パートタイム労働者（不利益
取扱防止）規則(2000年）
（以下「規則」という。）

○労働法典第3巻第1編第2章
第3節第１款　パートタイム労
働

○パートタイム労働・有期労働
契約法（2001年）（以下「法」と
いう。）

○パートタイム労働者及び有
期契約労働者に係る差別禁
止法（2002年）
（以下「法」という。）

○オランダ市民憲章第7編第
10章第4節第648条
○平等取扱（労働時間）法
（1996年）
○1996年労働時間法
○労働時間調整法（2000年）

○期間制及び短時間勤労者
の保護等に関する法律（2007
年）
（以下「法」という。）

- ○有期労働指令（1999年） ○有期雇用者（不利益取扱防
止）規則(2002年）

○労働法典第1巻第2編第4章
期限付労働契約

同上 同上 ○オランダ市民憲章第7編第
10章第4節第649条
○平等取扱（有期・無期）法
（2002年）

同上

○労働基準法
・労働者の国籍、信条又は社
会的身分を理由とする、賃
金、労働時間その他の労働条
件について差別的取扱い禁止
（第3条）
・労働者が女性であることを理
由とする、賃金について、男性
との差別的取扱い禁止の対象
（第4条）
○男女雇用機会均等法
・性別を理由とする募集、採
用、配置、昇進、教育訓練、定
年、解雇等についての差別的
取扱い禁止

○雇用及び職業に関する男女
の機会均等及び均等待遇原
則の確保に関する指令（2006
年）
・昇進を含む雇用及び教育訓
練へのアクセス、賃金を含む
労働条件、職域社会保障に関
し、性を理由とする直接・間接
差別を禁止
○派遣労働指令（2008年）
・派遣労働者と派遣先の直接
雇用労働者の労働条件に係
る非差別原則、派遣労働者に
対する派遣先事業所における
空ポストを告知する義務等を
規定

○平等法（2010年）
・同一賃金法（1970年）、性差
別禁止法（1975年）、人種関係
法（1976年）、障害者差別禁止
法（1995年）、平等法（2006
年）、雇用平等（宗教又は信
条）規則（2003年）、雇用平等
（性的指向）規則（2003年）、
雇用平等（年齢）規則（2006
年）及び平等法（性的志向）規
則（2007年）の9本の法律及び
規則を統合する形で制定

○労働法典第1巻第1編第3章
差別
・出身、性別、風習、年齢、家
庭状況、妊娠、遺伝的特徴、
所属又は非所属、民族、国
籍、人種等を理由とする、報
酬、給与改定、任用、技能、等
級、昇進、異動、契約の更新
等における差別の禁止（労働
法典L3132-1条）

○ドイツ基本法第3条第2項、
第3項
○一般均等待遇法（2006)
・労働時間の違いに基づく不
利益取扱いは対象外

○差別禁止法(2008年）
・性別、トランスジェンダー、民
族、宗教、信条、障害、性的指
向、年齢を理由とする差別的
取扱いを禁止

○オランダ市民憲章第7編第
10章第4節第646条
・雇用条件、昇進、雇用契約
の終了等において、性別に基
づく差別的取扱いを禁止
○雇用における平等取扱（男
女）法（1980年）
○平等取扱法 （1994年）
○柔軟性と保障法（1999年）
○平等取扱（障害者）法（2003
年）
○雇用における平等取扱（年
齢差別）法（2003年）

○勤労基準法
・男女の性を理由とする差別
的待遇の禁止、国籍・信仰又
は社会的身分を理由とする労
働条件に関する差別的処遇
の禁止（第6条）
○男女雇用平等及び仕事と家
庭の両立支援に関する法律
・募集及び採用（第7条）、賃金
（第8条）、賃金以外の金品等
（第9条）、教育・配置及び昇進
（第10条）並びに定年・退職及
び解雇（第11条）に関する男
女の平等な機会保障及び待
遇
○雇用上の年齢差別禁止及
び高齢者の雇用促進に関する
法律
・募集採用等における年齢差
別禁止（第4条の4）
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・1週間の所定労働時間が、同
一の事業所に雇用される通常
の労働者の1週間の所定労働
時間に比し短い労働者（法第2
条）

・通常の労働時間が、週労働
時間ベース又は1年以内の雇
用期間の平均労働時間で算
定して、比較可能なフルタイム
労働者の通常の労働時間より
も短い被用者（附属書第3条
第1項）
・「比較可能なフルタイム労働
者」とは、同一の事業所にお
いて、勤続期間や資格/技能
を含む他の考慮事項に適切な
配慮を払いつつ、同一の又は
類似の労働/職業に従事する
ところの、同一類型の雇用契
約又は雇用関係を有するフル
タイム労働者
・同一の事業所において比較
可能なフルタイム労働者がい
ない場合には、比較は適用可
能な労働協約について行い、
適用可能な労働協約がない
場合には国内法、労働協約又
は慣行に従う(附属書第3条第
2項）

・労働時間に基づき賃金の全
部又は一部の支払いを受けて
おり、かつ、同一種類の契約
に基づき当該使用者に雇われ
る労働者に関する慣習及び慣
行にかんがみ、フルタイム労
働者と同一視しえない者（規
則第2条第2項）

①週労働時間が法定労働時
間（35時間。ただし、それ以下
の時間を協約で定めた場合を
除く。）より少ない者
②月労働時間が法定労働時
間（151.67時間。ただし、それ
以下の時間を協約で定めた場
合を除く。）より少ない者
③年労働時間が法定労働時
間（1607時間。ただし、それ以
下の時間を協約で定めた場合
を除く。）より少ない者
（労働法典L3123-1条）

・通常の週労働時間が、比較対
象となるフルタイムで雇用され
る被用者の週労働時間よりも
短い被用者
・通常の週労働時間が定めら
れていない場合には、通常の
労働時間が、最高１年までの雇
用期間の平均で、比較対象と
なるフルタイムで雇用される被
用者の週労働時間を下回る労
働者
・比較対象となるのは、労働関
係の種類が同一でかつ同等又
は類似の活動に従事している
当該事業所のフルタイム労働
者
・当該事業所内に比較対象とな
るフルタイム労働者がいない場
合は、適用可能な労働協約に
基づいて比較対象となるフルタ
イム労働者を定めなければなら
ず、それ以外のすべての場合
は、各産業部門ごとに通例とし
て比較対象となるフルタイム労
働者とみなされるべき者を基準
（法第 条）

・1週間又は1年未満の期間の
所定労働時間が、契約又は法
令に従いフルタイム労働とみ
なされる比較可能な労働者の
ものより短い労働者（法第2
条）

- ・1週間の所定労働時間がそ
の事業場で同じ種類の業務に
従事する通常の労働者の1週
間の所定労働時間に比べて
短い労働者（法第2条第2項）
（勤労基準法第2条第1項第8
号）
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パートタイム労働者
保護法制

（参考）
有期契約労働者保
護法制

（参考）
その他の差別禁止法
制

諸外国のパートタイム労働の法制【未定稿】
参考No.2 
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① 導入手続 - - - ・パートタイム労働は、労働協
約、事業所協定等に基づいて
導入することができる。
・労働協約等がない場合に
は、企業委員会又は従業員代
表から意見を聴取して導入す
ることができる。
・従業員代表がいない場合に
は、労働監督官に情報提供し
た後に、使用者の主導又は被
用者の要請によって導入する
ことができる。（労働法典
L3123－2条）

- - - -

② 契約内容明示 ・労働基準法に基づく文書交
付義務に加え、昇給の有無、
退職手当の有無及び賞与の
有無を文書で明示する義務
（法第6条）

- - ・契約は書面で行われ、以下
の事項を記載
①労働者の技能、報酬の要
素、週又は月当たりの予定労
働時間
②その労働時間の配分の変
更が実施されるケースとその
変更の性質
③各勤務日の時間割が労働
者に書面で通知される方法
④補足的勤務時間（契約を超
える時間であって、法定労働
時間（週35時間等）又は労働
協約で定める時間以内のも
の）が実施される場合の限度
（労働法典L3123-14条）

・労働契約は口頭又は文書に
より締結
・文書による労働契約が結ば
れない場合には、使用者は、
取り決められた雇用関係の開
始の1ヶ月以内に主要な契約
条件を書面化し、労働者に交
付しなければならない（証明書
法）

-
・使用者は、就労場所、職務
の内容、雇用期間、賃金、賃
金の支払方法等について、書
面等を労働者に提供する義務
（オランダ市民憲章第7編第10
章第6節第655条）

・使用者は労働契約を締結す
る際に労働者に賃金、所定労
働時間、休日、年次有給休暇
その他大統領令で定める労働
条件を明示
・この場合、賃金の構成項目・
計算方法・支給方法、所定労
働時間、休日及び年次有給休
暇に関する事項は書面により
明示し、労働者の要求があれ
ばこれを労働者に交付する義
務（勤労基準法第17条）

③ 均等・均衡待遇 ・通常の労働者と同視すべき
パートタイム労働者（業務の内
容及び責任並びに全雇用期
間における人材活用の仕組み
及び運用が同じであって、雇
用契約に期間の定めがない
者）に対する差別的取扱い禁
止（法第8条）
・すべてのパートタイム労働者
を対象に、賃金に関し、通常
の労働者との均衡のとれた待
遇の確保の努力義務（法第9
条）
・通常の労働者と職務内容が
同じパートタイム労働者に対
する、職務遂行に必要な教育
訓練の実施義務（法第10条）
・福利厚生施設の利用機会を
パートタイム労働者に与える
配慮義務（法第11条）

・雇用条件に関して、パートタ
イム労働者であるという理由
では、客観的な根拠によって
正当化されない限り、比較可
能なフルタイムと比べて不利
な取扱いを受けない権利(附
属書第4条第1項）
・比較可能なフルタイムとの報
酬比例原則が適用（附属書第
4条第2項）

・パートタイム労働者であるこ
とを根拠とし、かつ、客観的な
根拠に基づき正当化されない
場合に、比較可能なフルタイ
ム労働者に比べ不利益に取り
扱われない権利（規則第5条
第1項及び第2項）
・不適当でない限り、比例原則
が適用（規則第5条第3項）

・パートタイム労働者は、労働
協約に基づく権利について、
労働協約に定められた特定の
方法による場合を除き、法律
及び労働協約によりフルタイ
ム労働者に広く認められてい
る権利を享受（労働法典
L3123-11条）
・パートタイム労働者の報酬に
は、当該事業所又は企業にお
いて同等の職務に従事する同
等の技能のフルタイム労働者
の報酬比例が適用
・報酬を計算する際は、労働
時間と勤続年数を考慮（労働
法典L3123-10条）

・パートタイムで雇用される労
働者を、パートタイム労働を理
由として、比較対象となるフル
タイムで雇用される労働者より
も不利に扱うことは、客観的な
理由によって異なる扱いが正
当化されない限り禁止（法第4
条）
・分割可能な金銭価値のある
給付について、比較対象とな
るフルタイムで雇用される労
働者との時間比例で保障（法
第4条）

・直接的差別の禁止：
パートタイム労働者について、
同様の状況にあるフルタイム
労働者に適用される（適用さ
れ得た）賃金その他の労働条
件よりも不利な条件を適用す
ることによる不利益取扱いを
禁止。
ただし、使用者が、当該不利
益取扱いがパートタイム労働
によるものでないことを証明し
た場合はこの限りではない。
また、当該労働条件の適用が
合理的根拠に基づき正当化さ
れる場合には、この限りでは
ない（法第3条）
・間接的差別の禁止：
パートタイム労働者について、
一見中立的ではあるが実際は
これらの労働者にとって著しく
不利となる賃金その他の労働
条件を適用することによる不
利益取扱いを禁止。
ただし、当該労働条件の適用
が、合理的な目的と当該目的
を達成するために適切で必要
な方法である場合には、この
限りではない（法第4条）

・客観的に正当化されない限
り、労働契約の締結、更新又
は終了について、労働時間の
違いによる差別禁止
・これに違反して、パートタイ
ム労働者との労働契約を終了
した場合には、当該終了は無
効
・労働時間の違いによる差別
禁止に反するいかなる条項も
無効
（オランダ市民憲章第7編第10
章第4節第648条第1項～第3
項）

・パートタイム労働者であるこ
とを理由とする、当該事業又
は、事業場の同種又は類似の
業務に従事する通常の労働
者との差別的処遇を禁止（法
第8条第2項）

比較対象者 ・通常の労働者（同種の業務
に従事）(法第2条）

・フルタイム労働者（付属書第
3条第2項）

・フルタイム労働者（規則第2
条第4項）

・フルタイム労働者（労働法典
L3123-10条）

・フルタイム労働者（法第2条） ・同様の状況にあるフルタイム
労働者（法第3条）

－ 通常の労働者（法第8条第2
項）

ア　同一使用者、
同一事業所内
か、事務所等を
超えた比較か

・同一使用者の同一事業所内 ・同一使用者の同一事業所内 ・同一使用者の同一事業所内
又は別事業所内

・同一事業所又は企業内 ・同一事業所内 ・同一使用者 － ・同一事業又は事業場

（
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イ　同一職務（職
種）間の比較か、
異職務（職種）間
の比較も含める
のか

・職務内容及び全雇用期間を
通じた人材活用の仕組みと運
用が同じであること（第8条）
・職務内容及び一定期間の人
材活用の仕組みと運用が同じ
であること（第9条第2項）
・上記以外（第9条第1項）

・同一又は類似の労働／職業
間の比較
→勤続期間や資格／技能等
を考慮

・同一の労働又はおおむね類
似の労働間の比較
→資格、技能、経験を考慮

・同等の職務かつ同じ格付間
の比較
→労働時間と勤続年数を考慮

・同一又は類似の業務間の比
較

・同一又は類似の労働間の比
較
→資格、職務経験、知識、勤
続などを考慮

－ ・同種又は類似の業務間の比
較

ウ　同一の雇用
契約か

・契約期間が無期(実質無期を
含む。)であること（第8条）

・同一類型の雇用契約又は雇
用関係

・同一の種類の契約 - ・労働関係の種類が同一 － － －

エ　ア～ウを満た
す比較対象者が
いない場合の取
扱い

- ・比較は、適用可能な労働協
約について行い、適用可能な
労働協約がない場合には、国
内法、労働協約又は慣行に従
う。

－ - ①適用可能な労働協約に基づ
き比較対象となるフルタイム労
働者を決定する。
②①で決定できない場合には、
同じ産業部門において、通常フ
ルタイム労働者と解される者を
比較対象とする。

－ － －

差別的取扱いが
認められる客観
的な理由等

・パートタイム労働指令に基づ
く判例は、ほとんどない。

・超過勤務に係る料率に差異
があっても、その勤務時間が
フルタイム労働者の所定労働
時間より短い場合等には不利
益取扱いと見なさない（規則
第5条第4項）
・不利益な取扱いが以下のす
べてを満たす場合、客観的根
拠により正当化される。
①例えば、純粋な事業目的な
ど、正当な目的を達成するた
めであること
②その目的を達成するために
必要であること
③その目的を達成するために
適切な方法であること（パート
タイム労働者規則の注釈）

※給付の性質・目的等に照ら
し、個別具体的に判断がなさ
れている。

○給付の分割可能性
・給付が分割可能なもの（基本
給、賞与、退職手当、クリスマ
ス手当 、勤続記念手当 、退
職勧奨手当 、交替制勤務手
当 、時短調整手当）は、労働
時間数に比例して給付
・分割不可能なもの（食事手
当・交通費補助などの対人的
社会給付 、社員食堂・社内保
育施設などの福利厚生施設
の利用等）はパートタイム労働
者にも全面的に給付

○客観的理由の有無
・基本給については、職務内
容が異なること。職務内容が
同じであっても、学歴、（取得）
資格、職業格付けが異なるこ
と。
（パートタイム労働者が副業と
して働いていること、雇用を保
障することは、客観的理由に
はならない。）
・一定の日の午前又は午後の
労務免除や、食事手当につい
ては、労働時間の配置が異な
ること。
・交通費については、就労日
数が少ないこと。
・時間外労働手当について
は、その目的が、一定時間
（協約時間）を超えて労働する
ことによる労働者の肉体的負
担を補償するものであること。
・労働の過重性に対する一定
の配慮措置については、事案
による。

（
３

）
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※給付の性質・目的等に照ら
し、個別具体的に判断がなさ
れている。

○報酬の平等な給付
①労働時間短縮に伴う賃金補
償措置について、時間短縮を
受けなかったパートタイム労
働者にも賃金上昇を享受する
権利を認めた例。
②一定の業績（販売目標）を
達成した労働者に対して支給
される手当につき、ハーフタイ
ム労働者にはフルタイム労働
者の半分の販売目標数値に
到達したことをもって半分の手
当が支給されなければならな
いとした例。
③フルタイム労働者に支給さ
れている年末賞与及び休暇手
当について、パートタイム労働
者に労働時間に比例した賞
与・手当を請求する権利を認
めた例。
※留意点
ア　ただし、この報酬比例原則
は、給付の性質・目的が、労
働時間の長さ（労務給付の
量）に関連しないものもあるた
め、すべての報酬に妥当する
わけではない。
イ　①～③の例は、具体的な
格付けや職務内容を問わずに
認められている給付のため、
同じ格付け・同等職務のフル
タイム労働者がいるか否かは
問われていない。
○労働協約による留保の可否
判例は限定的な立場
○優先解雇の可否
判例では優先解雇は違法



4

日本 EU イギリス フランス ドイツ スウェーデン オランダ 韓国

（参考）
男女同一賃金原則における
「客観的な理由」
・就業場所の変更にどれだけ
対応できるかという点が、特定
の職務の遂行に重要であるこ
とを使用者が立証できれば、
賃金格差の客観的正当化事
由として認められる。

（参考）
同一価値労働同一賃金原則
における「客観的な理由」
・提供された労働の質の違い
、在職期間（勤続年数）の違い
、キャリアコースの違い 、企業
内での法的状況の違い  、採
用の必要性（緊急性）の違い
など。
・客観的理由となりうる事由は
多岐にわたり、労働の内容に
係わるもの（労働の質の違
い）、企業内での位置付けに
係わるもの（在職期間の違
い、キャリアコースの違い、法
的状況の違い）のみならず、
企業側の経営上の事情に係
わるもの（採用の必要性の違
い）も含まれる。

立証責任 -
（参考）
○雇用及び職業に関する男女
の機会均等及び均等待遇原
則の確保に関する指令（2006
年）
・加盟国は、国内司法制度に
従い、均等待遇原則が適用さ
れないことで不当に扱われて
いると考えるすべての者が、
裁判所又は他の権限ある機
関における手続のいかなる段
階においても、それにより直接
又は間接の差別が存在するこ
とが推定される事実を立証す
れば、均等待遇原則の違反が
存在しなかったことを立証す
べきは被告とすることを確保
するために必要な措置をとる。

（参考）
・使用者によって規則第5条の
権利を侵害されて取り扱われ
た可能性のある労働者が書面
により要求する場合、21日以
内に使用者から理由書を受け
取る権利を有する（規則第6条
第1項）
・理由書は、本規則に基づく法
的手続きにおいて、証拠として
認められる（規則第6条第2項）
・労働者は、使用者が第5条
（不利益取扱い禁止）及び第7
条（本規則に基づく権利行使
を理由とする解雇の禁止）に
違反したことについて雇用裁
判所に苦情を申し立てること
ができる（規則第8条(1)）
・労働者が苦情を申し立てた
場合に、使用者は、不利益取
扱いの根拠を特定しなくては
ならない（規則第8条(6)）

（参考）
・短時間労働者は、差別的処
遇を受けた場合、労働委員会
に是正を申請することができ、
この場合、短時間労働者は、
差別的処遇の内容を具体的
に明示し、立証責任は使用者
が負う。（法第9条）

④ 労働時間 - - - ・補足的勤務時間（契約を超
える時間であって、法定労働
時間（週35時間等）又は労働
協約で定める時間以内のも
の）数は、契約に規定する週
又は月当たりの勤務時間の10
分の1を限度（労働法典
L3123-17条）
・当該限度を超えた場合に
は、その超えた時間について
25％増額（労働法典L3123-19
条）

- - - ・パートタイム労働者に勤労基
準法第2条の所定労働時間を
超えて労働させる場合には、
当該労働者の同意が必要
・この場合、週12時間を超えた
超過労働の禁止
（法第6条第1項）
・使用者が同意を得ずに超過
労働を行わせる場合には、
パートタイム労働者は拒否で
きる（法第6条第2項）

（
３
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⑤ フルタイム労働者
への転換（フルタ
イム労働者と
パートタイム労働
者の相互転換）

・通常の労働者への転換推進
措置（法第12条）

・パートタイム労働者とフルタ
イム労働者の間の転換拒否を
理由とする解雇の無効化（附
属書第5条第2項）
・使用者の考慮義務（附属書
第5条第3項）
①フルタイムからパートタイム
への転換希望
②パートタイムからフルタイム
への転換又は労働時間の延
長希望
③応募可能なフルタイム又は
パートタイムの職に関する情
報提供
④パートタイムの職業訓練の
受講促進措置
⑤労働者代表機関に対する
パートタイム労働についての
情報提供

・26週以上継続勤務し、17歳
未満の子、18歳未満の障害を
有する子、又は、18歳以上の
配偶者等の世話をする労働者
は、柔軟な働き方（労働時間
の変更、勤務場所の変更等）
を申し出ることができる。
ただし、付加的な費用負担、
顧客の要求を満たす能力へ
の悪影響等の場合には、使用
者は拒否できる。（雇用権法
第80Ｆ条）

・フルタイム労働又はパートタ
イム労働への従事又は復帰を
希望する労働者は、その労働
者の職業カテゴリーに属する
職務又は同等の職務への配
属の優先権を持つ（労働法典
L3123-8条）
・家庭生活の必要性のため、
少なくとも1週間の一又は複数
の期間という形式で労働時間
の短縮を要求する労働者は、
その短縮を享受することがで
きる（労働法典L3123-7条）

・公募・内部募集の際のパート
タイム職の募集、労働時間の
変更を希望する労働者への情
報提供、計画中のパートタイ
ム職の情報及びパートタイム
職とフルタイム職との間の転
換について従業員代表機関
への提供義務（法第7条）
・6か月以上継続勤務している
パートタイム労働者は、労働
時間の短縮を要求でき、使用
者は、経営上の理由等により
妨げられない限り、同意する。
（法第8条）
・労働時間の延長を希望した
一定のパートタイム労働者の
優先的考慮義務（法第9条）
・パートタイム労働者に対する
初期・継続職業教育の配慮
（法第10条）
・パートタイムとフルタイムの
間の転換拒否を理由とする解
雇の無効（法第11条）

- •従業員10人以上の企業にお
いて、1年以上継続勤務してい
る労働者は、契約上の労働時
間の修正を求めることができ、
使用者は、会社の利益に大き
く反する場合を除き、同意する
（労働時間調整法第2条）

・通常の労働者を採用しようと
する場合には、当該事業又は
事業場の同種又は類似の業
務に従事するパートタイム労
働者を優先的に雇用する努力
義務（法第7条第1項）
・家事、学業等の理由により
パートタイム労働の申請が
あった場合の当該労働者を
パートタイム労働者に転換す
る努力義務（法第7条第2項）

⑥ パートタイム労働
者への説明

・パートタイム労働者から求め
があったときに、待遇を決定す
るに当たり考慮した事項の説
明義務（法第13条）

- ・使用者によって規則第5条の
権利を侵害されて取り扱われ
た可能性のある場合、労働者
は書面により要求し、21日以
内に使用者から理由書を受け
取る権利を有する（規則第6条
第1項）
・理由書は、本規則に基づく法
的手続きにおいて、証拠として
認められる（規則第6条第2項）

・使用者は、少なくとも年1回、
当該企業で実施されている
パートタイム労働の総括を企
業委員会又は従業員代表に
通知しなければならない。労
働組合に対しても同様（労働
法典L3123-3条）
・当該総括には、特に、人数、
性別、技能、週間労働時間及
びパートタイム労働者の補足
的勤務時間を含み、総括を議
論する会議においては、いか
なる理由でフルタイム労働者
がパートタイムに変わることを
拒否し、パートタイム労働者が
フルタイムで働くことを拒否し
ているかを説明（労働法規則
R3123-2条）

－ - - -

⑦ その他 - - ・不利益な取扱いが解雇の場
合には、雇用権法（1996年）第
92条に基づき、理由書を受け
取る権利を有する（規則第6条
第4項）

・パートタイム労働者の試用期
間は、フルタイム労働者の試
用期間を上回る期間とするこ
とはできない（労働法典
L3123-9条）
・週又は日についての勤務時
間の配分変更は、変更が実施
される少なくとも7日前までに
パートタイム労働者に通知さ
れる（労働法典L3123-21条）
・パートタイム労働者は、フル
タイム労働者と同様、最高で
30日間（5週間）の休暇を享受
する（労働法典L3141-1条等）

・呼び出し労働（法第12条）
・ジョブ・シェアリング（法第13
条）

- - -

（
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① 罰則 ・労働条件の文書交付（過料）
（法第47条）

- - - - - - ・パートタイム労働者に対する
不利な処遇（罰金）（法第21
条）
・パートタイム労働者に対する
超過勤労（罰金）（法第22条）

② 司法機関を通じ
た法の実現

- - ・法により付与される権利侵害
の場合に、パートタイム労働
者は、雇用審判所に対し申し
立て可能（規則第8条）
・パートタイム労働者が本条に
基づき申立てる場合、使用者
が不利益な取扱い又は損害
の根拠を特定する（規則第8条
第6項）

・労働裁判所は、労働法典の
規定に従うすべての労働契約
を契機として発生した労使間
の紛争及び労働の際に発生し
た労働者間の紛争を管轄（労
働法典L1411-1条及びL1411-
3条）

・労働裁判所への提訴 ・労働紛争（訴訟手続）法に基
づき、裁判所への提訴が可能
（法第8条）
（※労働組合による労働裁判
所への提訴（一審制）が基本。
個人による場合は地方裁判所
（上告は労働裁判所））
・法違反の契約は、当該違反
の範囲で無効（法第5条）
・パートタイム労働者が、契約
上の規定又は解約等の法律
行為により差別された場合に
は、当該労働者が求めるなら
ば、当該規定又は当該法律行
為は無効と宣言される（法第6
条）
・使用者は法違反について、
当該労働者に対し損害賠償金
の支払義務（法第7条）

・裁判所への提訴 ・労働委員会への是正請求
（第9条）→調査・審問等（第10
条）→調停・仲裁（第11条）→
是正命令等（第12条・第13条）
→中央労働委員会への再審
請求（第14条）→行政訴訟の
提起（第14条）（審査請求前置
主義）

③ 行政指導 ・都道府県労働局長による報
告徴収、又は助言・指導・勧告
（法第16条）

- - ・労働監督官は、労働法典や
労働協約に規定する労働に関
する権利の適用を監督する。
労働監督官は、企業への立入
検査（事前通知不要）、被用者
への質問や資料要求などの
調査等を行うことができる。

- - - ・確定された労働委員会の是
正命令の履行状況について、
雇用労働部長官は使用者に
報告を求めることができる（法
第15条第1項）
・使用者が確定した是正命令
を履行しない場合は、パートタ
イム労働者は、雇用労働部長
官に申告することができる（法
第15条第2項）
・法に違反した事実がある場
合、パートタイム労働者は雇
用労働部長官又は勤労監督
官に通告できる（法第18条）

④ 行政型
ADR

・都道府県労働局長の援助
（法第21条）
・紛争調整委員会による調停
（法第22条）

- ACAS（Advisory, Conciliation
and Arbitration Service）によ
る助言、斡旋等

- - - ・平等取扱委員会による調
査、差別禁止
（オランダ市民憲章第7編第10
章第4節第648条第4項）

・労働委員会への是正請求
（第9条）→調査・審問等（第10
条）→調停・仲裁（第11条）→
是正命令等（第12条・第13条）
→中央労働委員会への再審
請求（第14条）→行政訴訟の
提起（第14条）（審査請求前置
主義）（再掲）

⑤ 企業内での解決
促進策

・パートタイム労働者から苦情
の申出を受けたときは、苦情
処理機関に処理をゆだねる等
自主的な解決の努力義務（法
第19条）

- - - - - - -

（
４

）
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労使委員会等の
枠組み

- ○一般労使協議指令（2002
年）

・50人以上の企業において、
労働者の10％以上の要求に
より、情報提供・協議の手続
が開始され、一定期間内に合
意に達しない場合には、標準
手続が適用される。標準手続
においては企業活動、財務状
況、雇用の状況及び見通し、
特に雇用を脅かす方策につい
て、使用者は、労働者代表に
情報提供・協議することを義
務付け（労働者情報協議規
則）

・従業員50人以上のすべての
企業において、従業員と使用
者との意思疎通の促進等を図
るための企業委員会を設置
・使用者には委員会への情報
提供義務等があり、また、委
員会は労働組織、労働時間、
雇用条件、労働組織等につい
て協議（労働法典L2322-1条
等）
・従業員11人以上の事業所に
おいては、従業員代表が選出
される。従業員代表は、労働
者の集団的又は個人的な要
求の使用者への提出、使用者
との協議等ができる（労働法
典L2312-1条等）

・事業所委員会：企業内にお
いて労働者の利益を代表。特
に労働者のために有効な規
定、労働協約及び事業所協定
が実施されているかの監視、
女性と男性の均等待遇及び家
庭と仕事の両立を支援
・調整委員会：企業内の紛争
調停のための事業所組織法
上の機関。使用者及び事業所
委員会（従業員代表委員会）
により任命される同数の委員
及び双方が合意しなければな
らない中立の委員長により構
成。同委員会は、基本的に
は、双方が委員会の開催を提
案し、同意したときにのみ活動
するが、法律が特別にその活
動を命じる場合には、同委員
会の裁定は使用者と事業所
委員会の合意に代わる。この
ような場合には、同委員会
は、片方の提案のみで活動開
始可
（事業所組織法）

・賃金及び労働条件一般につ
いて労働協約を締結する当事
者は、労働者側が求める場合
には、労働契約の締結・終
了、労働力の管理及び配置等
に関する共同決定の観点から
も、労働協約を締結する。（雇
用（職場における共同決定）法
第32条）
・労働紛争（訴訟手続）法にお
いて、雇用（職場における共同
決定）法や労働協約で労使交
渉の実施が求められる紛争に
ついては、当該交渉実施の前
には労働裁判所では原則とし
て取り扱わない。（労働紛争
（訴訟手続）法第4章第7条）

•50人以上を雇用する事業主
又は複数の会社を有する事業
主に、法令を遵守するため、
すべての又はこれらの会社の
ために１つの労働協議総会の
設置を義務付け（労働協議
法）

・常時30人以上の労働者を雇
用する事業又は事業場におい
て労使協議会の設置（勤労者
の参与及び協力増進に関する
法律第4条）
・常時30人以上の労働者を雇
用する事業又は事業場におい
て苦情処理委員の設置（同法
第26条）

⑥ その他 ・都道府県労働局長の援助を
求めたこと、及び紛争調整委
員会による調停の申請をした
ことを理由とする不利益取扱
いの禁止（法第21条、法第22
条）

- ・法に基づく権利行使を理由と
する不利益取扱いの禁止（規
則第7条第2項）

- ・法に基づく権利行使を理由と
する不利益取扱いの禁止（法
第5条）

- - ・法に基づく権利行使を理由と
する不利益取扱いの禁止（第
16条）

（注） ※アメリカについては、パートタイム労働者を対象とする保護法制は整備されていない。 （在外日本国大使館調べを基に、短時間・在宅労働課において一部加筆）

※カナダについては、パートタイム労働者を対象とする保護法制は整備されていない。

（
４

）
履
行
確
保
の
仕
組
み

（参考）その他の差別禁止法制
○公民権法第7編（人種、皮膚の色、宗教、性別、出身国に基づく差別の禁止）
○公正賃金法（同一労働に従事する男女労働者の賃金差別の禁止）
○年齢差別禁止法（雇用及び訓練等における年齢差別の禁止）
○障害のあるアメリカ人法（障害者差別の禁止）
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